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-港区港南地域における提案 -
「SINGLE」-APARTMENT HOUSE
-PROPOSAL AT MINATO DISTRICT KONANN AREA-
宮原芽衣
Mei MIYAHARA
主査　渡辺真理　　　副査　北山恒・下吹越武人　
法政大学大学院デザイン工学研究科建築学専攻修士課程
　Recently,in Tokyo,the number of people living alone have been increasing,and,the number of nuclear 
family have been decreasing.It means that the way of living has been changing.But everyone has to do 
everythimg by themselves without neighbor's help.I think it is too hard and sad to live so. So, I want to 
change way of life which makes people  「alone」,by changing existing theory of  apartment house.
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0. はじめに
■増え続ける「おひとりさま」
　現在東京都の人口は増え続けている。東京都の国勢調査等を調べると、世帯構成人
数が減少し、「単独世帯」が増加している事がわかる。つまり、東京都では家族がお
らず一人で暮らしている「おひとりさま」が年々増加しているという事である。東京
都の特別区では、単独世帯の割合が半数近くや半数以上に達している場所も多い。こ
の「単独世帯」の増加の要因としては、日本の全体的な少子高齢化はもちろんであるが、
女性の社会進出に伴う晩婚化や結婚率の低下も挙げられるため、増え続ける「おひと
りさま」は高齢者だけではない事がわかる。またシングルマザーとその子供や、夫婦
だけなど、核家族ではない家族像も増えている。日本では、様々な場面で夫婦＋子供
という核家族が基本であるとされ計画されているが、このような家族像は今では主流
とは言い難い。
■閉じきってしまった住宅
　核家族を基本として計画されているものとして、まず住宅が挙げられる。日本の住
宅は、その場所に関係がある「家族」しか立ち入ることができない非常に閉じられた
空間である。特に集合住宅ではセキュリティー面が非常に強化され、そこに価値が高
く置かれている。このおかげで住宅内で何が起こっているかは知る事ができない。し
かし、基本とされている核家族は年々減少し、「家族」の力を頼りにしていた生活の
仕方ができなくなってしまう人が多くいる。片親と子供という家庭で家事も育児も仕
事も一人で抱える人や、高齢の親を一人で介護をするために仕事を辞めざるを得なく
なってしまった人、ひとりで暮らし社会から孤立してしまい孤独死からなかなか発見
してもらえない高齢者の増加等、これらの問題は全てを「家族」の力に任せてしまっ
ている事、そして家族以外が立ち入ることができない「閉じきってしまった住宅」が
その問題を助長してしまっている。
1. 設計概要
■設計にあたり、以下の２つの事柄を主要なテーマとする
(1) 住人の手助けとなる機能を持つ
住宅が閉じきってしまった原因として、住宅が「居住専用」の場所となってしまった
ことが考えられる。しかし今後は居住だけではなく、住人の生活の助けとなるような
機能を持つ場所であるべきだと考える。そして手助けを必要とする人は、以下のよう
な人々が挙げられる。
・ひとりで暮らす高齢者　　　　　・片親＋子供で暮らす家庭
・低収入で生活をする人　　　　　・要介護の親を持つその子供　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
(2)「家族」だけではなく、様々な人と関わりを持って生活をする。
私は生活を豊かにする事とは、多くの人と関わって様々な経験をしてそこで何かを感
じる事であると考える。社会と何かしら関わりがあれば人と接する事はあるが、例え
ばひとりで暮らし周囲とも関わらず自分の帰属する場所がないと感じてしまう人は少
なくないのではないか。そのような状態を、住宅という建築の側から解決できないか
と考えた。そして家族だけに囚われず、人と関わって生活をできる場を集合住宅で考
えたい。
　
■建築のプログラム
「インフラ機能を持つ公営住宅」
　公営住宅は、地方公共団体が建設し、低所得者向けに賃貸する集合住宅である。イ
ンフラとは、広義では「生活の基盤となる社会資本」という意味を持ち、不特定多数
の人々に供給されるべきサービスである。住宅とともにインフラが考えられることで、
住宅が居住専用の場所ではなく、住人の助けとなる機能を持ち、また閉じきった場所
ではなく社会との関わりを持てるような空間になると考える。
　また、この公営住宅のプログラムを以下のように設定する。
　■居住者数：1000 人
　■機能：保育施設、グループホーム、食事処、ライブラリー、船着場、店舗
3. 敷地について
８０年代は、バブル期以前に芝浦方面でロフト文化が栄えウォーターフロントブーム
が訪れたが、バブル期を迎えるとオフィスが増加し湾岸部ではマンションの建設が進
んだ。
　現在では品川駅を中心に再開発が行われており、内陸部に多く見られる木密地域も
空き家の増加や老朽化も見られ、木密地域の不燃化計画のもと、マンションへの建て
替えも行われている。
　生活が画一化されるだけでなく、港南地域固有の豊かな水辺空間と地域の人との距
離は巨大な建物や車道により延びていっている。
　また、この地域には幅５０m ほどもある運河が通っており、船着場が多く存在する。
船着場の多くは屋形船や個人の漁船が停泊するために使われているが、最近では水上
タクシーの社会実験が行われており、船着場のいくつかはこの水上タクシーの停留所
としても利用されるようになった。
港南４丁目アパートについて
　敷地に選定した港南４丁目は 1926 年頃から埋め立てが始められた場所である。品
川駅や天王洲アイル駅が徒歩１０分圏内にあり、周辺には大きなオフィスビルや集合
住宅も林立している。この埋立地の大部分を東京海洋大学の敷地が占めている。大学
の入り口の一つが楽水橋の袂に位置しており、社会人だけでなく学生も多く見受けら
れる。またみたて橋、楽水橋、ふれあい橋の３つの橋が架けられ、護岸幅も１０m ほ
どあるため、散歩コースや休憩に訪れる人も多い。
　大学のすぐ隣の護岸沿いに都営港南４丁目アパートが４棟建設されており、居住者
は約５００人である。アパートだけでなく緑地帯や公園もあるため、地域の保育園の
子供も集まる場所である。
　高浜運河と天王洲運河が交差しており、船着場も近くにいくつもある。以前は屋形
船など個人的な利用だけであったが、最近では水上タクシーの停留所として利用され
るようになった船着場もあり、水上交通も徐々に活発になってきている。
　このように、この敷地にはアパートの住人だけではなくたくさんの人々が訪れる場
所であり、水上インフラというまだ日本では珍しいインフラが発達している場所であ
る。
　
インフラ機能 集合住宅
港南４丁目アパート１・２号棟
港南４丁目アパート４号棟
緑地帯 港区立港南公園
みたて橋上から 港南４丁目アパート対岸
昭和 48 年頃建設
住戸数・・・約５００戸
　　　　　　１号棟 70 戸
　　　　　　２号棟 112 戸
　　　　　　３号棟１９２戸＋グループホーム
　　　　　　４号棟１１２戸
　現在、この敷地は大学敷地と車道に挟まれたリニアな敷地が続いている。周辺の敷
地は護岸沿いは車道は無いため、建物と護岸含め広い歩行者空間を獲得できている。
　よって、この敷地の車道を移設することを提案する。車道を大学と公営住宅の間に
移設し、歩行者空間が拡張されたことにより、近隣住人が多く訪れるこの護岸や水辺
に、住人のアクティビティが広がる契機となる。
4. 設計
5. 終わりに
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